
１．継続事業の前提に関する注記

　　　　当法人が将来にわたって事業を継続する前提に疑義を生じさせるような事象又は

　　　状況は存在しない。

２．重要な会計方針

　(１)棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　最終仕入原価法によっている。

　(２)固定資産の減価償却の方法

　　　　有形固定資産(リース資産を除く。)

　　　　定額法によっている。

　(３)引当金の計上基準

　　①　賞与引当金

　　　　職員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する

　　　額を計上している。

　　②　退職給付引当金

　　　　職員の退職給付に備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を

　　　計上している。

　(４)消費税等の会計処理

　　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

 基本財産

 　定期預金

 特定資産

　 運営基金

　 退職給付引当資産

　 減価償却引当資産

　 ソフトウェア資産取得資金

1,051,158 105 0 1,051,263

10,000,000

10,000,000

16,078,123 16,109,320

15,947,330 1,594

小　　計 10,000,000 0 0

10,000,000 0 0

財務諸表に対する注記

（単位：円）

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

0 15,948,924

28,054,678 4,132,765

合　　計 55,483,166 4,360,474

小　　計 45,483,166 4,360,474

16,078,123 43,765,517

430,000 226,010 0 656,010

16,078,123 33,765,517



４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

 基本財産

　 定期預金

 特定資産

　 運営基金

　 退職給付引当資産

　 減価償却引当資産

　 ソフトウェア資産取得資金

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

 什　器　備　品

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

(1,051,263) (0)

(16,109,320)

（単位：円）

科　　　　目

－

（単位：円）

10,000,000 (10,000,000) (0) －

科　　目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に対応

する額）

小　　計 10,000,000 (10,000,000) (0) －

15,948,924 (15,948,924) (0) －

16,109,320 (0) (0) (16,109,320)

656,010 (0) (656,010) 0

1,051,263 (0)

合　　計 43,765,517 (25,948,924) (1,707,273) (16,109,320)

小　　計 33,765,517 (15,948,924) (1,707,273)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

2,033,370 1,297,312 736,058

合　　　　計 2,033,370 1,297,312 736,058

（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

記載区分

0 41,066,974 41,066,974 0

0

 補助金

合　　計 0 41,066,974 41,066,974

　富山市補助金 富山市


